
 

 

業務改善助成金の活用 

 
 

 

福井労働局 雇用環境・均等室 

 



中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助

金（業務改善助成金）について 
 

 

業務改善助成金制度は、最低賃金引上げに向けて、

中小企業・小規模事業者を支援する目的で設けられて

いるもので、事業場内の労働者の賃金を引き上げた中

小企業・小規模事業場に対して、労働能率の増進に資

する設備・機器の導入等に係る経費の一部を助成する

制度です。 

 

 



事業主の条件 
 

①雇用保険又は労災保険適用の以下の中小企業事業主 

業種 Ａ．資本又は出資額 B.常時雇用する労働者 

小売業（飲食店を含む） ５，０００万円以下 ５０人以下 

サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

その他の業種 ３億円以下    ３００人以下（※） 

                     （※）助成金の対象事業場規模は 100人以下 

②事業場内最低賃金が、地域別最低賃金（福井県は 830円（10/2改定））と

30円以内しか差がない（つまり、時給 830円～860円） 



業務改善の主な事業等 
 

〇生産性向上に資する設備・機器の導入 

〇外部専門家によるコンサルティング       など 

★主な活用事例（業務改善助成金活用事例データは厚生労働省ホームページに掲載） 

・POSレジシステムの導入による在庫管理の短縮 

・リフトつき特殊車両の導入による送迎時間の短縮 

・インターネット受発注機能があるホームページの作成による業務の効率化 

・顧客、在庫、帳票管理システムの導入による業務の効率化 

・専門家による業務フロー見直しによる顧客回転率の向上            など 

 



事例１（製造業編） 

 



事例２（卸売業・小売業編） 

 



助成の条件となる成果と助成額 
 

コース区分 引上げ額 
引き上げる 

労働者数 

助成 

上限額 
助成対象事業場 助成率 

２５円コース ２５円以上 

１人 ２５万円 

  以下の２つの要件を 

    満たす事業場 

 

・事業場内最低賃金と 

地域別最低賃金の差額が 

３０円以内 

・事業場規模１００人以下 

【事業場内最低賃金８５０円未満】 

４／５ 

生産性要件を満たした場合は 

９／１０（※） 

２～３人 ４０万円 

４～６人 ６０万円 

７人以上 ８０万円 

３０円コース ３０円以上 

１人 ３０万円 

【事業場内最低賃金８５０円未満】 

４／５ 

生産性要件を満たした場合は 

９／１０（※） 

 

【事業場内最低賃金８５０円以上】 

３／４ 

生産性要件を満たした場合は 

４／５（※） 

２～３人 ５０万円 

４～６人 ７０万円 

７人以上 １００万円 

６０円コース ６０円以上 

１人 ６０万円 

２～３人 ９０万円 

４～６人 １５０万円 

７人以上 ２３０万円 

９０円コース ９０円以上 

１人 ９０万円 

２～３人 １５０万円 

４～６人 ２７０万円 

７人以上 ４５０万円 

（※）生産性とは、企業の決算書類から算出した、労働者１人当たりの付加価値を指します。助成金の支給申請時の直近の決算書類に基づく生産性と、

その３年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び率が一定水準を超えている場合に、加算して支給されます。 



支給の要件 
 

１ 賃金引上計画を策定すること（注1） 

事業場内最低賃金を一定額以上引き上げる（就業規則等に

規定（引き上げ後の最低賃金額を明記）） 

２ 引上げ後の賃金額を支払うこと 

３ 生産性向上に資する機器・設備などを導入することにより業務

改善を行い、その費用を支払うこと（注2） 
（①単なる経費削減のための経費、②職場環境を改善するための経費、③通常の事業活動に伴う経費は除きます。） 

４ 解雇、賃金引下げ等の不交付事由がないこと 
 

 

（注1）賃金引上げは、交付申請日（労働局へ到着後）以降に行えます。 

（注2）事業の実施（発注や契約等）は、交付決定を受けた後でなければなりません。 



申請に必要な主な書類  
 

(1) 中小企業最低賃金引上げ支援対策費（業務改善助成金）交付申請書（様式第１号） 

(2) 国庫補助金所要調書（様式第１号 別紙１） 

(3) 事業実施計画書 （様式第１号 別紙２） 

(4) 就業規則 

(5) 賃金台帳（申請前の 3 カ月分） 

(6) 会社カレンダー等、所定労働日数、時間がわかるもの 

(7) 労働条件通知書 

(8) タイムカード等就業状況がわかるもの  

(9) 事業の内容のわかるもの（見積書：２社以上、カタログ等、図面、写真等概要のわかるもの（現状及び改善後）） 

この他、必要に応じて追加の資料提出を求める場合があります。 



申請窓口と手続き概要 
 

申請窓口：福井労働局 雇用環境・均等室（0776-22-0221） 

福井市春山１－１－５４ 福井春山合同庁舎９階 

申請期限：令和3年1月29日 

申請に関する情報 

①業務改善助成金 交付要綱・交付要領 各種様式 記載例 

（厚生労働省ホームページ） 

②申請フローチャート、申請にあたってのチェックポイント 

（福井労働局ホームページ） 

〔※いずれもトップページより「業務改善助成金」と検索〕 

 


